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【北栄町ビジネス人材移住支援金】 
東京圏から、就業または起業で転入された方に支援金を支給します 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

○ 単身世帯 ６０万円 

○ ２人以上の世帯 １００万円 

○ １８歳未満一人につき １００万円 
 
 

※申請日から１年以内に職を辞した場合、又は５年以内に

北栄町から転出した場合は返還となります。 

支給額 

主な要件 
 

１ 東京圏に在住し、東京 23区内へ通勤していたこと。(通

算５年以上) 

２ 県が運営する求人紹介サイトに掲載された企業に就業

すること。 

 

※詳細要件は裏面チェックシートでご確認ください。 

鳥取県北栄町観光交流課 

 電話 0858-37-3158 電子メール kouryu@e-hokuei.net 

申請時期 

○ 北栄町に転入後３カ月以上１年以内で、該当企業に３カ

月以上在籍後 

 

※起業の場合は、起業支援金の交付決定後、1年以内 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助対象チェックシート 

＜移住元に関する要件＞ 

次に掲げる事項の全てに該当すること。 

□ 住民票を移す直前の 10 年間のうち、通算５年以上、東京 23 区内に在住又は東京圏（埼玉県、千葉県、

東京都及び神奈川県）のうちの条件不利地域（過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法、山村振

興法、離島振興法、半島振興法又は小笠原諸島振興開発特別措置法の指定区域を含む市町村（政令指定都

市を除く。）をいう。以下同じ。）以外の地域に在住し、東京 23 区内への通勤（雇用者としての通勤の場

合にあっては、雇用保険の被保険者としての通勤に限る。以下同じ。）をしていたこと。 

□ 住民票を移す直前に、連続して１年以上、東京 23 区内に在住又は東京圏のうちの条件不利地域以外の

地域に在住し、かつ、東京 23 区内への通勤をしていたこと（ただし、東京 23 区内への通勤の期間につ

いては、住民票を移す３カ月前までを当該 1 年の起算点とすることができる。）。 

※ただし、東京圏のうちの条件不利地域以外の地域に在住しつつ、東京 23 区内の大学等へ通学し、東京 23 

区内の企業等へ就職した者については、通学期間も本事業の移住元としての対象期間とすることができる。 

 

＜移住先に関する要件＞ 

次に掲げる事項の全てに該当すること。 

□ 申請時において、北栄町に転入後３か月以上１年以内であること。 

□ 申請日から５年以上、北栄町に継続して居住する意思を有していること。 

 

＜世帯に関する要件＞※単身者以外 

次に掲げる事項の全てに該当すること。 

□ 申請者を含む２人以上の世帯員が移住元において、同一世帯に属していたこと。 

□ 申請者を含む２人以上の世帯員が申請時において、同一世帯に属していたこと。 

□ 申請者を含む２人以上の世帯員がいずれも、この要領が施行された日以降に転入したこと。 

□ 申請者を含む２人以上の世帯員がいずれも、支給申請時において転入後３か月以上１年以内であること。 

 

＜就職に関する要件＞ 

○ 一般の場合 

就業先が、鳥取県が移住支援金の対象として第６に定める求人紹介サイトに掲載している求人であって、

次に掲げる事項の全てに該当すること。 

□ 勤務地が鳥取県内に所在すること。 

□ 就業者にとって３親等以内の親族が代表者、取締役などの経営を担う職務を務めている法人への就業でな

いこと。 

□ 週 20 時間以上の無期雇用契約に基づいて「とっとりビジネス人材・求人紹介サイト運営要領に定める

移住支援金の対象法人に就業し、申請時において当該法人に連続して３か月以上在職していること。 

□ 就業先の求人への応募日が、求人紹介サイトに当該就業先の求人が移住支援金の対象として掲載された

日以降であること。 

□ 当該法人に、移住支給金の申請日から５年以上、継続して勤務する意思を有していること。 

□ 転勤、出向、出張、研修等による勤務地の変更ではなく、新規の雇用であること。 

○ 専門人材の場合 

次に掲げる事項の全てに該当すること。 

□ 勤務地が鳥取県内に所在すること。 

□ 週 20 時間以上の無期雇用契約に基づいて就業し、申請時において当該法人に連続して３か月以上在職

していること。 

□ 当該法人に、移住支給金の申請日から５年以上、継続して勤務する意思を有していること。 

□ 転勤、出向、出張、研修等による勤務地の変更ではなく、新規の雇用であること。 

□ 目的達成後の解散を前提とした個別プロジェクトへの参加等、離職することが前提でないこと。 

○ 起業の場合 

□ 起業支援金の交付決定を受けていること。 

 

＜その他＞ 

□ 町税等の滞納が無い方 

□ 北栄町住宅取得支援補助金の交付を受けていない方。（併用不可） 


